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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次  
第32期
第１四半期
累計(会計)期間

第33期
第１四半期
累計(会計)期間

第32期

会計期間  
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高 （千円） 2,027,623 1,920,069 8,346,884

経常利益又は経常損失（△） （千円） 2,613 △24,788 33,307

四半期純損失（△）又は当期純利益 （千円） △9,101 △22,959 22,709

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 388,153 388,153 388,153

発行済株式総数 （株） 8,916 8,916 8,916

純資産額 （千円） 439,553 447,578 485,589

総資産額 （千円） 7,085,115 6,776,277 6,853,984

１株当たり純資産額 （円） 49,299.45 50,199.53 54,462.73

１株当たり四半期純損失金額（△）又

は１株当たり当期純利益金額
（円） △1,020.76 △2,575.08 2,547.10

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 500

自己資本比率 （％） 6.2 6.6 7.1

営業活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
63,638 49,589 505,712

投資活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△67,872 △62,755 △214,126

財務活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
10,620 △20,653 △298,117

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 112,853 66,115 99,934

従業員数 （人） 158 149 146

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第32期第１四半期累計（会計）期間、第33

期第１四半期累計（会計）期間については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため

記載しておりません。第32期については、希薄効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の非連結子会社１社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 149 (770)

　（注）従業員数の（　）外書きは臨時雇用者数を示し、総労働時間を１日7.5時間／人（当社就業規則による実働時間）

換算で算出したものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は最終消費者に対する飲食業及び物販業を主に行っているため、該当事項はありません。

(2）仕入実績

　当第１四半期会計期間の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

 
前年同四半期比（％）

 

 フランチャイジー事業    

  ミスタードーナツ （千円） 150,252 85.0

  モスバーガー （千円） 28,901 97.5

  ザ・どん （千円） 5,803 88.2

  焼肉五苑 （千円） 18,798 87.0

  アフロディーテ （千円） 2,136 59.3

  ドトールコーヒーショップ （千円） 2,679 103.1

  はなまるうどん （千円） 21,065 106.6

  暖中 （千円） 29,018 86.8

  北前そば高田屋 （千円） 28,344 100.1

  情熱ホルモン （千円） 6,954 97.6

  ベビーフェイスプラネッツ （千円） 9,964 －

  米乃家 （千円） 2,222 －

  飲食小計 （千円） 306,142 91.9

  ＴＳＵＴＡＹＡ （千円） 217,166 103.8

  スペースクリエイト自遊空間 （千円） 22,407 109.6

   セリア生活良品  （千円） 22,566 96.0

  物販小計 （千円） 262,140 103.6

  リラックス （千円） △89 －

  宝くじ （千円） 52,152 108.8

  ウェルネス小計 （千円） 52,063 108.6

 フランチャイジー事業計 （千円） 620,346 97.8

 オリジナルブランド事業  　 　

  かつてん （千円） 38,350 95.7

  キッチンワン （千円） 7,908 116.9

  飲食小計 （千円） 46,259 94.5

  ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 97,750 131.5

  ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 6,077 44.1

  物販小計 （千円） 103,828 117.8

 オリジナルブランド事業計 （千円） 150,087 109.5

合計 （千円） 770,433 99.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

 
前年同四半期比（％）

 

 フランチャイジー事業    

  ミスタードーナツ （千円） 546,724 90.9

  モスバーガー （千円） 69,428 96.4

  ザ・どん （千円） 15,240 86.1

  焼肉五苑 （千円） 48,118 86.7

  アフロディーテ （千円） 5,924 63.2

  ドトールコーヒーショップ （千円） 6,381 98.4

  はなまるうどん （千円） 55,649 102.6

  暖中 （千円） 93,699 85.9

  北前そば高田屋 （千円） 82,961 91.6

  情熱ホルモン （千円） 20,076 98.8

  ベビーフェイスプラネッツ （千円） 30,618 －

  米乃家 （千円） 5,663 －

  飲食小計 （千円） 980,486 93.5

  ＴＳＵＴＡＹＡ （千円） 381,575 94.8

  スペースクリエイト自遊空間 （千円） 137,007 100.7

  セリア生活良品  （千円） 30,218 102.7

  物販小計 （千円） 548,801 96.6

  リラックス  （千円） 23,698 67.9

  宝くじ  （千円） 57,108 109.3

  ウェルネス小計  （千円） 80,807 92.7

 フランチャイジー事業計 （千円） 1,610,095 94.5

 オリジナルブランド事業  　 　

  かつてん （千円） 115,795 102.4

  キッチンワン （千円） 23,704 114.4

  飲食小計 （千円） 139,500 100.2

  ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 151,538 103.1

  ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 18,935 50.2

  物販小計 （千円） 170,473 92.3

 オリジナルブランド事業計 （千円） 309,973 95.7

合計 （千円） 1,920,069 94.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記「ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ」には、フランチャイザー売上高25,522千円が含まれております。
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２【事業等のリスク】

  当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、新たに締結した重要な契約はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期会計期間のわが国経済は、新興国向けの経済成長により、企業収益も大企業を中心に回復の兆しを見

せているものの、依然として雇用情勢の悪化、デフレ状況の継続等の下押しリスクは依然として高く、引き続き厳しい

状況が続いております。

当社の事業地盤としております北海道・東北地方におきましては、国内でも特に雇用情勢が思わしくなく、個人消

費の低迷が続く厳しい環境の中で、店舗間競争は激化し、厳しい経営環境が続いております。

このような経済状況のもと、当社においては経営基盤の充実強化に努め、業績の向上と社業の発展に総力を傾注し、

営業店舗においてはお客様に支持される店舗を作り上げるため、Ｑ（クオリティ）・Ｓ（サービス）・Ｃ（クリンリ

ネス）・Ｔ（トレーニング）・Ｍ（マネジメント）を心掛け、原則に帰り基本に忠実に行動することを実践して参り

ました。 　　　

店舗展開におきましては、１店舗の新規出店を行い、１店舗の営業譲受及び５店舗の営業譲渡をいたしました。これ

により、当第１四半期会計期間における当社の稼動店舗は21業態107店舗となりました。

以上の結果、当第１四半期会計期間の売上高は1,920百万円（前年同期比5.3％減）となり、販売費及び一般管理費

の削減に努めたものの、営業損失３百万円（前年同期、営業利益27百万円）、経常損失24百万円（前年同期、経常利益

２百万円）となりました。また、特別利益に固定資産受贈益６百万円等を計上したものの、四半期純損失は22百万円

（前年同期、四半期純損失９百万円）となりました。

なお、当第１四半期会計期間末における総資産は前事業年度末の6,853百万円に比べ77百万円減少し、6,776百万円

となり、純資産は前事業年度末と比較して38百万円減少し、447百万円となりました。主な減少の要因は、その他有価証

券評価差額金が10百万円減少したためであります。 　

セグメント別の情報は、次のとおりであります。

①飲食事業

当第１四半期会計期間における飲食事業におきましては、原材料価格の見直しをはじめとするコスト削減を進め

るとともに、オリジナルブランド業態を中心に、携帯電話を利用したクーポン特典やキャンペーン情報の発信、ブラ

ンドイメージの訴求を行うためのテレビＣＭの投入等を行い、売上高及び来店客数の増加に努めて参りました。ま

た、飲食事業の店舗展開おきましては、ミスタードーナツ１店舗を新規出店し、当第１四半期会計期間末の店舗数は

前会計年度末に比べ１店舗増加し、73店舗となりました。この結果、当第１四半期会計期間の売上高は1,119百万円、

営業損失5百万円となりました。

②物販事業

当第１四半期会計期間における物販事業におきましては、接客レベルの向上、クリンリネスの徹底を重点的に行

うとともに、オリジナルブランド業態を中心に携帯電話を利用したキャンペーン情報の発信、ＴＳＵＴＡＹＡ業態

のＴカード利用促進を図るため、ＰＯＳシステムの入替等を行い、利用訴求のための整備を行いました。一方ではＡ

Ｖ分野で同業各社との低価格競争が続き、厳しい状況で推移致しました。また、物販事業の店舗展開おきましては新

規出店・退店がなく、当第１四半期会計期間末の店舗数は前会計年度末と同数の27店舗となりました。この結果、当

第１四半期会計期間の売上高は719百万円、営業利益２百万円となりました。

③ウェルネス事業

当第１四半期会計期間におけるウェルネス事業におきましては、携帯電話を利用したクーポン特典やキャンペー

ン情報の発信を継続実施し、売上高及び来店客数の増加に努めて参りました。また、ウェルネス事業の店舗展開おき

ましては、リラックス１店舗の営業譲受、５店舗の営業譲渡を行い、当第１四半期会計期間末の店舗数は前会計年度

末に比べ4店舗減少し、７店舗となりました。この結果、当第１四半期会計期間の売上高は80百万円、営業損失０百万

円となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ33百万円減少し、66百万円となっております。当

第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は49百万円となりました。これは前年同期と比べ14百万円減少しております。

　主な要因は、税引前四半期純損失20百万円（前年同期６百万円）ではあるものの、非資金項目である減価償却費

118百万円（前年同期129百万円）等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出した資金は62百万円となりました。これは前年同期と比べ５百万円支出減となっておりま

す。

主な要因は、定期預金の払戻による収入76百万円（前年同期75百万円）、敷金及び保証金の回収による収入31百

万円（前年同期15百万円）があるものの、定期預金の預入れによる支出80百万円（前年同期58百万円）、有形固定

資産の取得による支出88百万円（前年同期111百万円）等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、支出した資金は20百万円となりました。これは前年同期と比べ31百万円支出増となっておりま

す。

　主な要因は、短期借入金の純増減額142百万円（前年同期250百万円）、長期借入による収入250百万円（前年同期

200百万円）があるものの、長期借入金の返済による支出412百万円（前年同期409百万円）等によるものでありま

す。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,620

計 34,620

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,916 8,916
大阪証券取引所

　（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 8,916 8,916 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行されたものは含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおりであります。

①平成16年９月13日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 157

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　（注）１ 157

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　（注）２ 134,000

新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　（注）３
平成18年10月１日から

平成23年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　134,000

資本組入額　67,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、目的となる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式

により調整されるものとします。但し、係る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

るものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは、新設合併を行い、新株予約権が承継される場合、または、当社が新設分

割もしくは、吸収分割を行う場合、当社は、必要と認める株式数の調整を行うものとします。
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２．当社が新株予約権発行後、株式の分割または併合を行う場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　また、当社が株式の時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く）または、自己株式の処分を行う場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。

　なお、次の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数（当社普通株式に係る自己株式数を除

く）をいいます。

    
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件について

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを

要す。但し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の目的たる株式に係る株券が店頭売買有価証券として日本証券

業協会に登録された後または日本国内の証券取引所に上場された後６ヶ月の期間が経過するまで、本件新株

予約権を行使することができないものとする。

③新株予約権の質入その他一切の処分は認められないものとする。

④権利行使期間中に死亡した割当を受けた者の相続人は、１名に限り権利を承継することができる。但し、再承

継はできない。

⑤その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　　　平成22年４月１日～

　　　平成22年６月30日　　
－ 8,916 － 388,153 － 47,702

（６）【大株主の状況】

　　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,916 8,916

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,916 － －

総株主の議決権 － 8,916 －

　 

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名ま
たは名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 57,000 61,200 60,000

最低（円） 52,000 55,000 52,000

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　　　　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社フジタコーポレーション(E03456)

四半期報告書

11/25



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、創研合同監査法人による四半期レビュー

を受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　    0.3％

売上高基準　　　    2.1％

利益基準　　　  　△0.2％

利益剰余金基準　　205.9％　

（注）子会社である株式会社フジックスは、平成22年６月29日の定時株主総会で欠損填補を目的とした資本金の額の減

少を決議し、平成22年８月３日付で効力が発生しております。その結果、子会社の利益剰余金合計額の当社の利益

剰余金に対する割合は、△0.9％となっております。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 887,237 916,276

売掛金 258,220 291,489

商品及び製品 658,680 625,730

原材料及び貯蔵品 45,717 40,049

その他 247,851 234,667

貸倒引当金 △430 △520

流動資産合計 2,097,277 2,107,693

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,910,947 1,925,109

工具、器具及び備品（純額） 512,559 525,820

土地 573,649 573,649

その他（純額） 80,437 48,392

有形固定資産合計 ※1
 3,077,594

※1
 3,072,971

無形固定資産 171,255 174,007

投資その他の資産

投資有価証券 261,303 278,440

長期前払費用 145,599 158,945

敷金及び保証金 928,556 961,734

その他 118,847 124,178

貸倒引当金 △25,000 △25,000

投資その他の資産合計 1,429,306 1,498,299

固定資産合計 4,678,156 4,745,277

繰延資産 843 1,012

資産合計 6,776,277 6,853,984
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 232,499 253,699

短期借入金 512,000 370,000

1年内返済予定の長期借入金 1,719,066 1,731,978

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 5,492 19,095

その他 380,429 348,345

流動負債合計 2,949,486 2,823,118

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 3,115,962 3,265,115

退職給付引当金 30,195 27,763

その他 163,054 182,397

固定負債合計 3,379,211 3,545,275

負債合計 6,328,698 6,368,394

純資産の部

株主資本

資本金 388,153 388,153

資本剰余金 47,702 47,702

利益剰余金 △4,707 22,709

株主資本合計 431,148 458,565

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,430 27,024

評価・換算差額等合計 16,430 27,024

純資産合計 447,578 485,589

負債純資産合計 6,776,277 6,853,984
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,027,623 1,920,069

売上原価 824,895 790,922

売上総利益 1,202,727 1,129,146

販売費及び一般管理費 ※1
 1,175,411

※1
 1,133,098

営業利益又は営業損失（△） 27,315 △3,951

営業外収益

受取利息 1,225 901

受取配当金 2,200 4,660

不動産賃貸料 19,739 23,742

受取保険金 － 2,236

その他 1,512 2,298

営業外収益合計 24,678 33,839

営業外費用

支払利息 31,970 33,500

不動産賃貸原価 11,796 16,433

その他 5,614 4,742

営業外費用合計 49,380 54,677

経常利益又は経常損失（△） 2,613 △24,788

特別利益

固定資産受贈益 － 6,000

貸倒引当金戻入額 70 90

特別利益合計 70 6,090

特別損失

店舗閉鎖損失 8,865 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,381

特別損失合計 8,865 1,381

税引前四半期純損失（△） △6,182 △20,079

法人税、住民税及び事業税 2,918 2,879

法人税等合計 2,918 2,879

四半期純損失（△） △9,101 △22,959
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △6,182 △20,079

減価償却費 129,817 118,896

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,381

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,718 2,432

貸倒引当金の増減額（△は減少） △70 △90

受取利息及び受取配当金 △3,426 △5,562

支払利息 31,970 33,500

社債発行費償却 169 169

固定資産受贈益 － △6,000

売上債権の増減額（△は増加） 4,320 33,269

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,789 △38,618

その他の流動資産の増減額（△は増加） △13,204 △5,792

仕入債務の増減額（△は減少） △30,483 △21,199

未払消費税等の増減額（△は減少） 5,488 4,318

その他の流動負債の増減額（△は減少） △7,423 9

預り保証金の増減額（△は減少） △2,313 △11,163

小計 100,154 85,470

利息及び配当金の受取額 3,426 5,562

利息の支払額 △29,203 △31,305

法人税等の支払額 △10,739 △10,138

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,638 49,589

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △58,307 △80,781

定期預金の払戻による収入 75,455 76,000

投資有価証券の取得による支出 △647 △648

有形固定資産の取得による支出 △111,041 △88,707

有形固定資産の売却による収入 58 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 632 426

長期貸付金の回収による収入 2,165 5,331

敷金及び保証金の回収による収入 15,198 31,204

その他 8,613 △5,582

投資活動によるキャッシュ・フロー △67,872 △62,755

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 250,000 142,000

長期借入れによる収入 200,000 250,000

長期借入金の返済による支出 △409,380 △412,065

社債の償還による支出 △30,000 －

リース債務の返済による支出 － △588

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,620 △20,653

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,386 △33,819

現金及び現金同等物の期首残高 106,467 99,934

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 112,853

※1
 66,115
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
 

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　この変更による損益に与える影響は軽微であります。また、当会計基準の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．たな卸資産の評価方法　 　　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部商品において実地棚卸を省

略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２．一般債権の貸倒見積高の

算定方法　

　　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変

化がないと認められるため、前事業年度末において算定した貸倒実績率等の合理的な

基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

３．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税金控除項目を重要な

ものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等及び

一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前事業年度において使

用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,713,326千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,658,361千円で

あります。

　２　偶発債務

　　　従業員について、当社の福利厚生の一環として、金融機

関からの資金借入債務に対し債務保証を行っておりま

す。

　２　偶発債務

　　従業員について、当社の福利厚生の一環として、金融機

関からの資金借入債務に対し債務保証を行っておりま

す。

従業員（６名） 7,639千円 従業員（11名） 8,377千円

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料及び手当 448,128千円 従業員給料及び手当 427,183千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 990,592千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △877,739

現金及び現金同等物 112,853

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 887,237千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △821,122

現金及び現金同等物 66,115

　

（株主資本等関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月

30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　8,916株

 

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 4,458 500 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金
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（金融商品関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　　　　　当第１四半期会計期間において重要な変動はありません。

（有価証券関係）

　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　当第１四半期会計期間において重要な変動はありません。　

（デリバティブ取引関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　当第１四半期会計期間において重要な変動はありません。

（持分法損益等）

　前第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

　当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　　　　当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　　　　　当第１四半期会計期間において重要な変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、部門別の営業部を置き、各営業部は、取扱う商品・サービスについてフランチャイズ本部等の指導の

もと包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、営業部を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「飲食事

業」、「物販事業」及び「ウェルネス事業」の３つを報告セグメントとしております。

「飲食事業」は、飲食店として飲食物の提供をしております。「物販事業」は、主にメディア関連商品を提供

しております。「ウェルネス事業」は、飲食事業・物販事業のいずれにも属さないサービス等を提供しており

ます。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

 飲食 物販 ウェルネス 合計

売上高     

外部顧客への売上高 1,119,986719,275 80,8071,920,069

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 1,119,986719,275 80,8071,920,069

セグメント利益 △5,408 2,404 △947 △3,951

　

　  （追加情報）　

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。　　

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　当第１四半期会計期間において重要な変動はありません。　　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 50,199.53円 １株当たり純資産額 54,462.73円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 1,020.76円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 2,575.08円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） △9,101 △22,959

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △9,101 △22,959

期中平均株式数（株） 8,916 8,916

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　当第１四半期会計期間において重要な変動はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月14日

株式会社フジタコーポレーション

取締役会　御中

創研合同監査法人

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 本間　 寛　 　印

 業務執行社員  公認会計士 桑原　茂樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジタコー

ポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第32期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジタコーポレーションの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月13日

株式会社フジタコーポレーション

取締役会　御中

創研合同監査法人

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 本間　 寛　 　印

 業務執行社員  公認会計士 桑原　茂樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジタコー

ポレーションの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第33期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年４月１日

から平成22年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジタコーポレーションの平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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